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１．２０１７年度事業活動方針

　
　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の下に設置された研究会である。また、SIPSは国内におけるビジネスインフラ構築を進めてきた任意団体サプライチェーン情報基盤研究会の成果（ビジネスインフラガイドブックおよびその他タスクフォースの成果）を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流・物流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

　2017年度は、国内外の商取引環境等の変化(注１)を捉え、新たな技術（注2）に対応するビジネスインフラの枠組みの中で、国際標準と連動する業界横断EDI仕様の新分野への展開を図ることを活動方針とした。
（注1）WTO貿易円滑化協定などの新たな国際取引の枠組み、および金融
と商取引における情報連携の推進など。
（注2）IOT、インダストリー4.0、サイバーセキュリティなど。
　特に2017年度は、前年度から始まった、国連CEFACT標準（SIPS業界横断EDI仕様）を採用した中小企業庁の「次世代企業間データ連携調査事業」実証プロジェクトを技術面から支援した。また、国連CEFACT共通辞書（支払通知関連情報項目）と整合化が可能な、全銀協が決定したXML電文移行（２０１８年度内に新サービス開始）に対する企業側の対応を検討した。

２．運営体制

　SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された作業グループの一つであり、かつSIPS会員の意向に従い自主的に運営される一般社団法人である。よって、SIPSの事業活動は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って遂行された。

　SIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理するために、SIPS総会の下に理事会が設置された。

　理事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、具体的に事業を推進するための課題について検討する次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 国際／業界横断EDIタスクフォース

· 金流商流情報連携タスクフォース

　2017年度も、SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的にコンサルティング受託を含む収益事業を展開した。
　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき理事会およびタスクフォースの活動を支援する。事務局運営の一部は、一般財団法人日本貿易関係簡易化協会（事務所サービス）および株式会社日経コンサルタント（事務処理支援サービス）に委託した。

３． 総会及び理事会
３．１　総会
　2017年度定時社員総会は、社員総数19名の内15名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2017年6月7日　15時～17時


場所：機械振興会館　6-64会議室

決議事項：
· 社員総会出席定数確認
· 役員の改選
· 事務所の移転
· 2016年度事業報告
· 2016年度事業収支報告
· 2016年度事業監査報告
· 2017年度事業計画
· 2017年度事業収支計画
３．２　理事会
2017年度においては、次の7名の理事および1名の監事により理事会を構成し、2回の理事会を開催した。

＜2017年度理事及び監事＞


代表理事
森田　勝弘
内閣官房　CIO補佐官

業務執行理事
菅又　久直
ビジネスインフラ研究所

理事

堀内　一
UMLモデリング推進協議会

理事

兼子　邦彦
小島プレス工業株式会社

理事

遠城　秀和
NTTデータシステム技術株式会社
理事

稲野　清治
株式会社グローバルワイズ

理事

藤野　裕司
株式会社データ・アプリケーション
監事

菊川　正博
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会

（1） 第1回理事会
日時：2017年4月12日　14時～16時


場所：機械振興会館　6-63会議室

審議事項：


・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会会員および社員

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会役員

・2016年度事業報告

・2016年度収支報告

・2016年度事業監査報告

・2017年度事業計画

・2017年度事業収支計画
 ・事務所移転にともなう定款の改訂
（2） 第2回理事会
日時：2017年6月7日　17時～17時30分


場所：機械振興会館　6-64会議室

審議事項：

　・代表理事（森田勝弘）および業務執行理事（菅又久直）が選出された。
４．国際連携タスクフォース活動
　国際連携タスクフォースは、新たな経済連携協定や貿易円滑化協定などの国際取引の枠組みの中で、商取引・金融・生産の情報連携による第4次産業革命の推進に対応したビジネスインフラ構築のために、関連タスクフォースと国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会と協力して、国連CEFACTおよびアジア地域における国際連携調査研究を行った。
４．１　国際連携タスクフォース会議

国際連携タスクフォース会議は、堀内一（UMLモデリング推進協議会）リーダーの下、会員委員17名、賛助会員委員6名、およびオブザーバー3名の参加により、ラウンドテーブル及び4回のタスクフォース会議を通して次の調査研究を行った。
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第1回タスクフォース

　2017年7月6日

16

・2017年度活動および成果報告

・国連CEFACTフォーラム報告

・AFACT中間会議報告

・IOTユースケースとデータプロファイル

・ラウンドテーブルのテーマ検討

・2017年度国際連携タスクフォース活動計画

第2回タスクフォース

　2017年10月18日

10

・国連CEFACT標準化動向

　　=>アジア太平洋貿易円滑化フォーラム

　　=>AFACT総会

　　＝＞国連CEFACTフォーラム

・JIT生産プロセスBIEサブミッション

・新生技術調査（ブロックチェーン）

第3回タスクフォース

　2017年11月22日

13

・Connected Industry

・国連CEFACTのブロックチェーンへの取組み

・IOTとBlockchain

・ラウンドテーブルについて

ラウンドテーブル

　2018年1月30日

16

・貿易手続におけるブロックチェーン

・IOTとビッグデータ

・サプライチェーンにおけるIOT活用事例

・サプライチェーンの新たな情報基盤

・SIPS活動テーマ（フリーディスカッション）

第4回タスクフォース

　2018年2月21日

13

・サプライチェーンとIOT/Blockchain

　　＝＞ラウンドテーブル審議報告

・国連CEFACT共通辞書サブミッション

・次年度活動計画


4．2　国連CEFACTにおける国際標準化とその普及
（１）国連CEFACT日本委員会の下、国連CEFACTにおける手法技術PDA、サプライチェーンPDA、およびライブラリ管理チームに参加し、日本提案を含む標準の策定・保守と普及に貢献した。
2017年度におけるSIPS提案の主な成果は次のとおり。
· 日本の製造業で広く行われている、現品票を使ったJIT製造プロセスの国連CEFACT標準化プロジェクトを推進し、業務要件仕様（BRS）の公開レビュー完了、関連ビジネス情報項目（BIE）のハーモナイゼーションが完了した。
· 日本における中小企業共通EDI促進のため、中企庁データ連携プロジェクトに関わるBIEを国連CEFACTに提案し、ハーモナイゼーションが完了した。
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会の依頼により参加した国連CEFACT関係会議は次の通り。
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第30回国連CEFACTフォーラム 2017年9月30日～10月8日ローマ（イタリア）

・JIT製造プロセスプロジェクトBRS公開レビュー完了

　　＝＞日本提案のBIEハーモナイゼーション開始

・菅又が技術仕様ドメインコーディネータに任命される

　　＝＞辞書発行フォーマット：中断（日本からの再提

案を検討）

　　＝＞OASISと共通の標準文書ヘッダー開発中

　　＝＞コードリスト管理白書：完了

・共通辞書2017年B版準備完了

　　＝＞漁業（FLAX）

　　＝＞運輸（複合輸送）

　　＝＞サプライチェーン（タイからのサブミッション）

・IOT/Privacyプロジェクトの日本提案事前審議

・国連CEFACTブロックチェーン白書プロジェクト開始


（２）AFACTおよび国連ESCAPを通じ、アジア各国の情報連携電子化状況とその取組みを調査するとともに、国連CEFACT標準に基づくSIPSビジネスインフラの普及を図った。
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AFACT中間会議 2017年4月18日～22日 淡水（台湾）

・AFACTと国連CEFACTが貿易円滑化及び電子ビジ

ネス促進についてのMoU締結が報告された。

・タイのUrahada Ketprom氏が国連CEFACTアジアラ

ポータに選出されたことが報告された。

・AFACTコアメンバーの制定案が提出された。

・SIPS提案のJIT製造SCMプロジェクトの進捗報告。

・日本における中企庁データ連携プロジェクトを紹介。

・日本における社会インフラ（水道IOT/CPS）プロジェ

クトを紹介。

・台湾提案の小口貨物貿易手続プラットフォーム構築

プロジェクトの進め方を議論。

・韓国提案の電子配送保証システム標準化プロジェ

クト提案につき審議。

AFACT総会 2017年9月10日～14日 台北（台湾）

・今回AFACTはWCIT（世界情報技術産業会議）との

併設会議として開催された。

・中間会議で提案されていたAFACTコアメンバー制

については見送られた。

・eAsia賞につき、４つの分野（貿易円滑化、オープン

デジタル政府、データドリブン価値創造、デジタル機

会の創造）で6か国より23件の応募があった（日本か

らの応募無）。

・2018年はバングラディシュがAFACT会議主催国に

決定。

・SIPSのメッセージ・レジストリシステムをデモにより紹

介。

・小生より、国連CEFACTのブロックチェーンへの取り

組みを紹介。

・韓国提案の電子配送保証システム提案につき、国

連CEFACT審議を受けて修正案を検討。
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国連ESCAP APTFF会議 2017年9月4日～7日

ジョグジャカルタ

（インドネシア）

・今回のAPTFFは2年ぶりに開催されたものであり、

今年2月に発行されたWTO貿易円滑化協定、および

現在調印公開中のアジア太平洋地域における電子

貿易円滑化枠組協定（Framework Agreement on

Facilitation of Cross-border Paperless Trade in Asia

and the Pacific）を軸に、シングルウィンドウの今後の

あり方につき様々なテーマで意見交換が行われた。

・当該フレームワーク協定実装促進のため、法制度

WGと技術WGが設置された。==>小生（菅又）は技術

WGの国際標準採用戦略を担当。

・APTFFでは次のテーマの発表と審議が行われた。

＝＞シングルウィンドウを機能させるための国内の環

境整備

＝＞農産物のサプライチェーン

＝＞中小企業の貿易参加

＝＞シングルウィンドウの相互接続

＝＞越境電子商取引の貿易円滑化

＝＞デジタル商品の輸出入管理

・小生よりシングルウィンドウの相互接続の考慮点に

つき意見表明を行った。

＝＞通関情報の共有化

＝＞検疫情報の共有化

＝＞安全管理情報の交換

＝＞国際条約関連情報の交換

＝＞B2B関連情報の交換

国連ESCAP地域協定WG会議 2018年3月19日～26日 バンコク（タイ）

・フレームワーク協定につき、本年3月までに5か国

（アルメニア、バングラディシュ、中国、カンボジア、イ

ラン）が調印（批准はまだ）。

・小生は主に技術作業グループに参加した。

＝＞小生からの20項目の質問状をベースに、技術

ギャップ分析チェックリストの審議を行う。

＝＞ロシアおよび韓国からの各国間相互認証の枠

組み提案を審議。

＝＞技術ギャップチェックリスト、法制度ギャップチェッ

クリストを使用する、フレームワーク協定実装ロード

マップの審議。


（３）新生技術対応ビジネスインフラ研究
将来のビジネスインフラの要素技術となりえる、AI、IOT、FinTech、ビッグデータ、サイバーセキュリティなどの調査研究のため、有識者によるラウンドテーブルを開催した。
開催日時：2018年1月30日　10:00~17:00

開催場所：機械振興会館　会議室
出席者：有識者講師（1名）、SIPS会員（12名）、オブザーバー（1名）、事務局（2名）
審議内容：
· サプライチェーンにおけるIOT活用事例


株式会社グローバルワイズ　山下正博
· IOTとビッグデータ
株式会社ウフル　田中正道
· 貿易手続におけるブロックチェーン
株式会社NTTデータ　長田信哉、貴田隆行
· サプライチェーンの新たな情報基盤
一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会　菅又久直
· 自由討議
５．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動
国際／業界横断EDIタスクフォースは、業界横断EDI仕様の拡充を図るとともに、国内における展開および海外現地取引への適用を推進することをテーマに活動を行った。
５．１　国際／業界横断EDIタスクフォース会議
国際／業界横断EDIタスクフォースは、兼子邦彦（ITコーディネータ：小島プレス工業株式会社）リーダーの下、会員委員25名、賛助会員委員11名、およびオブザーバー3名の参加により、延べ5回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。
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第1回タスクフォース

　2017年7月24日

21

・2016年度成果報告

　　=>業界横断EDIの国際化（JIT製造SCM）

　　=>業界横断EDIの中小企業への展開（中企庁データ連

携プロジェクト）

　　=>業界横断データ辞書フレームワークの実装

　　=>グローバルネットワーク相互運用性の検討

・2017年度活動計画

　　=>業界横断EDI仕様の国際標準化（中企庁データ連携

プロジェクト）

　　=>IOT企業間連携の研究

　　=>ネットワーク相互運用性の検討

・JIT製造SCM国際化進捗

・業界横断EDI国内展開状況（中企庁プロジェクト）

・EDI通信技術（ESP連携プロトコル）

第2回タスクフォース

　2017年9月26日

19

・業界横断EDI仕様の海外展開

　　=>AFACT技術手法委員会報告

　　=>JIT製造SCM国連CEFACT審議状況

・業界横断EDIフレームワーク

　　=>中小企業自動車部品拡張版

　　=>業界横断EDIレジストリ

　　=>官民データ活用の進捗

・ASEAN新産業創出事業の紹介

・ネットワーク相互運用性

　　=>クラウド間相互運用性

第3回タスクフォース

　2017年11月7日

21

・業界横断EDI仕様の海外展開

　　=>JIT製造SCMの国連CEFACT標準化

　　=>国連CEFACTフォーラム報告

・業界横断EDI仕様の国内業界への展開

  　=>中小企業共通EDI相互運用性

・ネットワーク相互運用性

　　=>データ連携プラットフォーム実装ガイドライン

　　=>FAX代替機能検討チーム報告

第4回タスクフォース

　2018年1月25日

20

・業界横断EDI仕様の国際展開

　　=>中企庁データ連携実証メッセージの国際化

・業界横断EDIフレームワーク国内展開

　　=>中小企業共通EDI標準策定とパブコメ

・業界区分コードとデータ区分コード

・ネットワーク相互運用性

　　=>データ連携プラットフォーム実装ガイドライン

　　=>クラウド連携実証

第5回タスクフォース

　2018年3月12日

23

・業界横断EDI仕様データ型記述法

・業界横断EDI仕様コードリスト管理

　　=>国内コード管理機関

　　=>コードリスト

　　=>コードリストの無いID

・2018年度活動計画案


５．２　SIPS業界横断EDI仕様の国際標準化推進
（１）「JIT製造プロセス」を国連CEFACTプロジェクトとして登録し、業務要件の審議を進め、欧州航空機製造業界を含め、要件定義につき合意し、関連ビジネス情報項目（BIE）のハーモナイゼーションを行った。
（２）中小企業庁の「次世代企業間データ連携調査事業」実証プロジェクトで必要となったBIEを国連CEFACTに提案し、ハーモナイゼーションを行った。
５．３　SIPS業界横断EDI仕様の国内業界への展開
（１）中小企業庁の「次世代企業間データ連携調査事業」に協力。
・国連CEFACT標準（SIPS業界横断EDI仕様）の実証プロジェクトでの使用が採用された。また、当該仕様に準拠するプロジェクト別業界横断EDIメッセージ設計支援機能の提案を行い、会員企業が受託し開発を行った。
・「次世代企業間データ連携調査事業」実証プロジェクトとして合計１２件が採用され、全てのプロジェクトが国連CEFACT標準（SIPS業界横断EDI仕様）を採用し、実証検証を行った。
５．４　業界横断データ辞書フレームワークの実装
（１）業務領域別メッセージ管理システム
・中小企業庁の「次世代企業間データ連携調査事業」の一環として、業務領域別メッセージ管理システムの提案を行い、会員企業が受託し開発を行った。
・当該メッセージ管理システムに、「業界横断基本仕様」「中小企業共通EDI」「自治体消耗品購買EDI」「支払通知メッセージ」「JIT製造スケジューリング仕様」の各種メッセージを登録するとともに、共通に使われるコード表を掲載した。
５．５　グローバルネットワーク相互運用性の展開
（１）企業間データ連携調査
・「次世代企業間データ連携調査事業」実証プロジェクトが開始されることとなり、その通信インフラにつき、データ連携ITインタフェースおよびクラウド間相互運用性につき調査を行った。
６．金流商流情報連携タスクフォースの活動

金流商流情報連携タスクフォースは、金融界と産業界が協力し、入出金や決済などの金流情報と受発注や商取引などの商流情報を連携させることで、新しいサービスの開発や業務の効率化を図ることを目的とした活動を推進した。
2017年度は、特に、金融審議会における「決済業務等の高度化に関するWG報告」の方針に従って、金融決済に商取引情報を関連づける新システムのデータモデルにつき集中的な検討を行った。　
６．１　金流商流情報連携タスクフォース会議
金流商流情報連携タスクフォースは、遠城秀和（NTTデータシステム技術株式会社）リーダーの下、会員委員20名、賛助会員委員8名、およびオブザーバー2名の参加により、延べ5回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。
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第1回タスクフォース

　2017年6月30日

22

・2016年度金流商流情報連携タスクフォース成果報告

　　=>金融EDIの企業への浸透

　　=>金融業界との摺合わせ

　　=>金流商流情報連携利活用分野の調査

・2017年度活動計画

　　=>金流商流情報連携基盤の推進

　　=>金流商流情報の利活用分野の調査

・金融EDI XML電文情報項目

・金流商流情報連携の利活用（SCCC）

・貿易運輸における経費精算プロジェクト

第2回タスクフォース

　2017年8月30日

24

・金融EDI（XML新システム）の状況と計画

・受発注等の企業間データ連携プロジェクトの状況

・金流商流情報連携の普及促進検討事項

・金融EDI普及についての検討

・自由討議

第3回タスクフォース

　2017年10月25日

19

・ISO20022 XML実装ガイドライン

・金融EDIの活用（SIPS-CCC）

・貿易運輸プロジェクト（金融XML-EDI連携）

・金融EDI普及促進に向けて

第4回タスクフォース

　2018年1月19日

18

・ISO20022 XML実装ガイドライン

・金融EDIの活用（SIPS-CCC）

・貿易運輸プロジェクト（金融XML-EDI連携）

　　=>BIEサブミッション

・金融EDI普及促進に向けて

　　=>Open Innovation Business Contest

第5回タスクフォース

　2018年3月16日

18

・ISO20022 XML実装ガイドライン

・支払通知メッセージ

・商流情報項目定義

・2018年度活動計画案


６．２ 金流商流情報連携基盤の構築推進
（1） 金流商流情報基盤の推進
・経済産業省の「金融EDIにおける商流情報等のあり方検討会議」で合意した金融EDI商流情報項目をベースに、支払通知メッセージおよびコード類の整備を行った。
・ISO20022 XMLメッセージに実装するためのガイドラインの検討を行った。

（２）金融業界との摺合わせ
・全銀EDIを利用するための「業界区分コード」につき、その登録管理の枠組みにつき合意した。
（３）金流商流情報の利活用分野の調査
・金融EDIによる情報連携を活用したキャッシュコンバージョンサイクル把握の方法につき調査研究を行った。
・貿易運輸における経費精算の効率化の調査研究を行い、その検討結果を参考に中小企業庁の「次世代企業間データ連携調査事業」実証プロジェクトとして「貿易手続に係る輸出業界の受発注EDI連携」が会員企業により実施された。また、当該プロジェクトで必要となったビジネス情報項目（BIE）につき国連CEFACTに提案し、ハーモナイゼーションを行った。
７．収益事業報告
SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的に、金融EDIへの業界横断EDI仕様適用に関わる調査を収益事業として行った。
７．１　企業向けISO20022インタフェース導入ガイド原稿
　金融EDIへの商流情報に関わるコードリストおよびデータ型を整理し、原稿を作成した。
· NTTデータシステム技術株式会社

￥２１６，０００
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